




柴 田 洋 二 郎
 事実の概要
１ () Ｘ (原告・控訴人＝附帯被控訴人・被上告人) は, 保険調剤薬
局の運営を主たる業務とするＹ (被告・被控訴人＝附帯控訴人・上告人)
































５ Ｘは, Ｙに対し, 時間外労働に従事したなどとして未払い時間外割
増賃金等の支払いを求めて提訴した｡ 第一審 (東京地立川支判平成・
・労判号頁) は, 業務手当をみなし時間外手当として有効と
した (ただし, 一部未払残業代があるとして, Ｘの請求を一部認容した)｡

















































うことができる｡ さらに, Ｘに支払われた業務手当は, １か月当たりの
平均所定労働時間 (時間) を基に算定すると, 約時間分の時間
外労働に対する割増賃金に相当するものであり, Ｘの実際の時間外労働
等の状況 [() 参照…評者注] ……と大きくかい離するものではな










本件は, Ｙが運営する薬局で, 薬剤師として勤務していたＸが, Ｙに
対し, 時間外労働等に対する賃金等の支払いを求めた事案の上告審であ
る｡ とりわけ, 本件では, いわゆる定額残業代 (固定残業代とも呼ばれ















そこで, 定額残業代制がとられている場合に, 使用者が, 労働者に対
し, 労基法条所定の額以上の割増賃金を支払ったとすることができる










賃金部分を組み込んでいるもの (組込型｡ 例えば, ｢基本給○万円 [残
業代含む]｣) と, 基本給とは別に割増賃金に代わる手当等を定額で支給
するもの (手当型｡ 例えば, ｢時間外手当｣ ｢超過勤務手当｣) とがある｡
そして, 手当型の場合, 判別要件は認められやすいが, それでも, 当該
手当が時間外労働等に対する対価といえる (割増賃金の趣旨で支払われ
ている) と認められることが必要である (対価性要件) という点で, 学
説および判例は一致している (荒木尚志 『労働法 [第３版]』 頁, 土




































肯定], ⑨エスエイロジテム (時間外割増賃金) 事件・東京地判平成・











































頁 [時間分]｡ ただし, ⑱事件は控訴審判決 [東京高判平成	・・
４判例] で対価該当性を否定)｡
第二に, 当該手当に対応する時間外労働時間数を明示する必要性の有
無が問題となる｡ これについては, 前掲④事件判決において, 櫻井龍子
裁判官が ｢支給時に支給対象の時間外労働の時間数と残業手当の額が労
働者に明示されていなければならない｣ との補足意見を出したことが注






この点, 学説にも, 使用者は, 労基法
条および労基則５条１項３号
(以下, ｢労基法
条等｣) に基づき ｢賃金の決定, 計算及び支払の方法｣
を明示しなければならないことから, 労働契約時に固定残業代の額と時
間外労働時間数を明示すべきとするものがある (棗一郎 ｢定額残業制｣


















る旨明記されていなかった手当 (前掲⑧事件判決) や, 必ずしも名称か
ら時間外手当であることが明確ではない手当に対価該当性を認めるもの
もある (関西ソニー販売事件・大阪地判昭和・・労判号
頁 [セールス手当], 前掲⑬事件判決 [業務推進手当], 前掲⑧事件判決



















そのうえで, 判旨４のなかで, に呼応するものと思われるが, 業務
手当の相当する時間外労働時間数を算定しており, 本件原審とは異なり,
当該手当に対応する時間外労働時間数を明示することを要しない立場を
















それでも, どのような場合に ｢大きくかい離｣ しているといえるのか






村彰 ｢本判評釈｣ 労旬号９頁も参照)｡ この点で, 本判決の示した
判断枠組みには, 解釈の余地が残されており, さらなる精緻化・明確化
が求められている｡
[付記] 本文中に掲げたもののほか, 本判決の評釈・解説として, 水町勇一郎・
ジュリ号４頁, 山下昇・法セ	号頁, 渡辺輝人・労旬号
頁, 中
山慈夫・労働法令通信
号頁, 田口靖晃・労政時報	号頁に接した｡
定額で支払われた業務手当の時間外労働等に対する対価該当性
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